
倉敷市一般廃棄物対策課

令和４年１０月１３日

食品ロス削減推進計画の策定に

ついて
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食品ロスとは
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「食品ロス」とは、まだ食べられるのに
廃棄される食品のこと。



食品ロスとは
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出典：R2年版消費者白書



食品ロスとは
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＜食品ロス＞
①家庭系食品ロス
各家庭から発生する食品ロス。食べ残しや
直接廃棄などが主な原因とされる。

②事業系食品ロス
事業活動に伴って発生する食品ロス。

食品製造業、食品卸売業、食品小売業、外食
産業の４業種に分類される。



食品ロスとは
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日本の食品ロスの発生量

出典：環境省資料



国際的な関心の高まり

我が国の現状
・食料を海外からの輸入に大きく依存

（食料自給率 ３７％（農林水産省資料））

・一般廃棄物処理費用が年間約２兆円

（環境省資料）

・家計の中の食費が、消費支出の１／４

（総務省資料）

・子供の貧困が深刻な状況

（７人に１人が貧困状態（厚生労働省資料））
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国際的な関心の高まり

世界の現状
・世界の食料廃棄量が年間約１３億トン（厚生労働省資料）

・食料のおよそ１／３が廃棄（厚生労働省資料）

・食料生産に伴うCO2の排出量は世界全体の約２５％
（国際連合食糧農業機関資料）

・世界の人口増（2050年に約98億人）（国際連合資料）

・飢えや栄養不足で苦しんでいる人が約８億人
（国際連合食糧農業機関資料）
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国際的な関心の高まり

国連「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」

H27.9に国連で開催された首脳会議にて採択。

＜食料の損失・廃棄の削減を目標に設定＞

（ﾀｰｹﾞｯﾄ12.3）

２０３０年までに小売・消費レベルにおける世
界全体の一人当たりの食料の廃棄を半減さ
せ、収穫後損失などの生産・サプライチェーン
における食料の損失を減少させる。

（ﾀｰｹﾞｯﾄ12.5）

２０３０年までに、廃棄物の発生防止、削減、
再生利用及び再利用により、廃棄物の発生を
大幅に削減する。 8



食品ロスの削減の推進に関する法律
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令和元年５月（公布）

令和元年１０月（施行）

（前文）

・世界には栄養不足の人々が多数存在する中で、
大量の食料を輸入に依存している我が国として、
真摯に取り組むべき課題

・国、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主
体が連携し、国民運動として食品ロスの削減を推
進する。



食品ロスの削減の推進に関する法律
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市町村食品ロス削減推進計画（第１３条）

基本方針及び都道府県食品ロス削減推進計画を踏
まえ、食品ロスの削減の推進に関する計画を定めるよ
う努めなければならない。



倉敷市の現状（家庭ごみ）
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生ごみの内訳

食品ロス 44.0％

令和２年度「倉敷市家庭ごみ組成分析調査結果」による生ごみの割合・内訳

燃やせるごみの１７．２％が食品ロス

Ｒ２年度家庭系食品ロス量（推計) 約１４,２８３ｔ



食品ロス削減に関する庁内連絡会議
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食品ロスに関わる庁内８課で情報共有・連携を図る。
（消費生活センター、環境政策課、福祉援護課、健康づくり課、
商工課、農林水産課、保健体育課、防災推進課）

１ 令和２年度
（１）開催日時 令和２年８月３１日
（２）概要 ①食品ロス削減に関する認識共有

②各課の現状について情報共有
２ 令和３年度
（１）開催日時 令和３年８月１１日
（２）概要 ①昨今の食品ロスに係る情勢について共有

②計画策定に向けて合意形成



食品ロス削減に関する庁内連絡会議
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市の取組み具体例

取組名 取組内容

食品ロスに関する市民へ
の普及啓発

・小中学生などを対象とした食品ロス講座を実施す
るなど、環境教育を推進します。
・リサイクルフェアなどのイベントで食品ロス削減の
ための普及啓発を行います。

食品廃棄物の減量化・資
源化

・生ごみの水切りの徹底等を啓発することを通じて
食品廃棄物の減量化・資源化について情報発信
します。

学校給食の食品ロスの
削減

・学校給食における食品廃棄物の減量化を図りま
す。
・給食時間等で食品ロスに係る啓発を行います。

未利用食品の有効活用 ・フードバンク活動の必要な支援を行います。
・賞味期限の切れた災害対策用備蓄食品を有効
活用します。



倉敷市食品ロス削減推進計画
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スケジュール（予定）

R4.10.25 庁内連絡会議（第１回）開催

R4.11 当審議会に計画素案提示

R5.1 パブリックコメント実施

R5.2 倉敷市廃棄物減量等推進審議会

R5.3 倉敷市食品ロス削減推進計画完成


